
【エクアドル経済：２０２２年７月】 

 

経済指標 

（１）カントリーリスクの上昇 

エクアドルのカントリーリスクが先住民組織主導のデモにより上昇しており、６月１０日時点での８５３ポイント

から、同月３０日には１，１８８ポイントまで急上昇した。これまでラッソ政権１年目においては、原油価格の高騰

の影響もありカントリーリスクが平均８００ポイントを維持していた。今後エクアドルがカントリーリスクを引き下げ

ることは容易でなく、デモに適切に対応し、財政収支を維持するために必要な措置を講じる必要がある。 

 

（２）外国直接投資 

 エクアドル中央銀行（BCE）は、２０２２年における外国直接投資額は１額３，８００万米ドルを記録しており、主

な投資先は鉱山開発、貿易・ビジネスサービス、農業、輸送・通信となっている。２０２１年同期比▲４４％のマイ

ナス成長であるほか、２０１３年以降で最も低い数字となっており、ウクライナ情勢や世界的なインフレが影響し

ていると考えられる。 

 

（３）経済財務大臣の交替 

 クエバ経済財務大臣の辞任を受け、６月末以降カントリーリスクが１１８ポイント上昇し、７月７日には１，２５９

ポイントに達した。クエバ元大臣はエクアドルの財政状況に精通した人物であった一方、アロセメナ新大臣はあ

まり人物像が知られていないことから、財政再建の今後に関し懸念が強まっていることに加え、原油価格の国際

的な下落もカントリーリスクの上昇要因となっている。なお、アロセメナ新大臣は、社会性を重視した秩序ある経

済運営を目指すとしており、社会支出について優先順位をつけ実行に移していく旨表明している。 

 

（４）新経済財務大臣の課題 

 アロセメナ新経済財務大臣にとっての短期的な課題は、公共投資の拡大及び IMF との関係維持の２点となっ

ている。現在、国際的な原油高により政府は約５億米ドルの増収を得ている一方、それらの収入が公共事業に

反映されていないとの声が国民から挙がっており、１０億米ドル以上の損失を出したデモの影響が出る２０２２年

後半の経済成長を促すためにも、公共支出が必要である。IMF との関係性については、デモにおける先住民組

織の要求に応え、政府が燃料価格の引き下げを行った点を同機関に説明する必要が生じている。 

 

二国間課関係 

中国との FTA 締結に向けた第一回交渉が７月１８日に開始した。本交渉は同月２８日まで実施され、条約の

構成内容や様々な分野に関する協議が行われるほか、両国間の市場アクセス、投資、税関手続き、貿易の円

滑化等あらゆるテーマについて議論が進められる見込み。今後第二回交渉が８月、第三回交渉が９月に行われ

る予定。 

 

先住民組織主導のデモ 

（１）先住民組織との交渉 

 デモを率いた先住民組織と政府の対話が首都のキト北部で行われており、燃料価格の業界別引き下げ等に



関する話し合いが進められる見込み。先住民組織らは、農村地域に住む人々の約５０％が貧困状態にあるとい

う状況を踏まえ、農業関係者に対する燃料価格の引き下げの重要性を強調したほか、バンエクアドル銀行等の

公的な銀行における延滞債務の免除が大統領令によって実行されるべきである旨主張している。 

 

（２）燃料補助金制度の拡大 

 先住民連盟（CONAIE）はデモ収束の条件として燃料価格のさらなる引き下げを求めているが、政府が要求に

応じた場合、補助金額は年間約３億５，０００米ドル増加し、総額は少なくとも３３億５，０００万米ドルに達する可

能性がある。原油販売業者会議所のエラソ会頭は、先住民組織らの要求は国が優先すべき保健や教育分野の

予算削減につながる旨指摘しており、ラッソ政権も運輸業や農業等、特定の業界関係者を対象とした燃料価格

の引き下げを今後協議していくとしている。 

 

（３）原油生産の再開 

 ７月１日、デモにより停止していた一部の油田が再稼働を始めたが、デモ以前の状態に回復するまでには少な

くとも１か月かかるとみられている。稼働停止前に日量約５０万バレルに達していた原油の総生産量は、停止後

約２３万バレルまで落ち込んでおり、ベラ・エネルギー大臣は未だに一部の油田が占拠されているとの報告があ

る旨明らかにしている。現在政府はペトロエクアドルや民間企業とともに、油田のさらなる回復に向けた行動計

画の策定を進めている。 

 

（４）各国との貿易協定交渉への影響 

 デモはエクアドル経済にとって巨大な損失をもたらすとともに、メキシコや中国、韓国との貿易協定の交渉にも

影響をもたらす可能性がある旨複数の専門家が指摘している。デモが続く間、生産貿易投資漁業省をはじめと

した協定交渉に直接関わる関係者のほとんどが国内情勢の対応に追われていたことに加え、今回の情勢不安

は対外的にもマイナスのイメージを与えた可能性が高い。さらに、ラッソ政権の国会との対立は、貿易協定の国

会における最終的な可決を難しくすることが見込まれる。 


